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r.自由研究
アメリカにおける TeacherCenterの活動と
その特質に関する一考案
一教師の自主的研修活動の助長の側面の中心に一
筑波大学大学院浜田博文
はじめに
本稿は，アメリカにおける TeacherCenterの活動内容を分析しそれがもっ，教師の自主的な
研修活動を促進する要素を明らかにすることを意図するものである。
アメリカでは， 1970---80年代にかけて，教師の資質向上を助長する機関として.Teacher Centel 
が広く普及してきた。各地で次々に TeacherCentel・が設立されていった動きは，“日acherCentel 
Movement" (1)ともいわれ，教師をはじめとして，教育カレッジや州@地方教委，教員団体等，教師
教育に携わる多くの関係諸機関の関心を集めてきた。 1970年代において，一部の州政府レベルでは
その設置奨励がなされω ，連邦政府の補助金支給による設置奨励もなされた ω ことは.Teache r 
Centerへの関心の高さと広さを示している。
ところで.Teacher Center の最大の特徴は， i多様性(diversity)Jにあると言われてきたしい。
本稿の冒頭から用いている“TeacherCenter"という用語ら“…Centerfor Teachers"，“…Teachers' 
Center"，“一'TeachingCenter"， “一・TeachεrEducation Center"等の多種多様な名称を持つセン
ターを総称して用いているものである。その規模(対象とする地域の広さ@人口等).対象者(教
師，学生，管理者等)，運営主体といった側面を見ても，実に様々である。
しかしそれらが TeacherCenterという用語で総称され得るのは，その活動内容，すなわち，
教師への研修活動の提供のしかたやその研修活動の内容の中に，ある共通した要素があるからだと
いえる。その共通した要素とは，センターの活動が基本的に教師自身の必要性認識に基づいた，教
師の自主的な活動としての研修活動を助長することをねらいとしているということである。センタ
ーの活動は，教師の自主的な研修活動を促進しそれによって教師の資質を向上させようとしてい
るのである。
わが国では，今日，教師の研修をめぐって，その内容の体系化と研修提供システムの体系化が重
要課題とされている。地方教員や教育センターなどでは，体系化された研修課題に対応する研修機
会を準備し提供することがなされていると言えよう。こうしたシステムは，教職経験に対応した
発達課題があるとされる教師にとっては，合理性のある，重要な研修システムである。しかし一方
で，そのようなシステムの研修のもとでは，一人ひとりの教師が個々別々にもっているはずの，様
々な志向や経験や個人差が，教職経験年数や年齢などの一定基準によってかき消されてしまし1かね
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ない。つまり，個々の教師にとっての研修ニーズとは必ずしも一致しない， r強制的にやらされるJ
研修のみを提供することにも繋がり得ると考えることができょう。
通常 i行政研修か自主研修かj という議論は r行政が提供する研修の内容は教師に有用感を
抱かせ得ず， したがって教師の自主性とは相いれないものであるJという前提のもとに展開させる。
しかしたとえ行政が提供する研修であっても，その内容が教師のニーズを反映し教師にとって
有用とされるものであれは、，それは必然的に教師の自主的な研修を喚起し得るものとなるであろう。
つまり，教師の研修問題を考えるにあたっては，その提供@実施主体が誰であるかという問題より
もむしろ，その内容と提供システムが教師自身の研修意欲を掘り起こしかきたて，またそれに沿
ったものになっているか否かという問題こそが論議されなければならないのである。
アメリカにおける TeacherCenterの活動は，まさに教師の自主的研修活動の促進のために，い
かなる研諺内容をっくり，いかにしてそれを提供するか，という問題への一つのアプローチである
と捉えることができる。
本稿では，まず， 2つのセンターの事例をあげながら，センターの活動内容について紹介する。
次にその中にみられる，教師の自主的研修活動を助長する要素を明らかにしさらに，今日の現職
教師に対する研修活動提供システムにおけるセンターの位置について考察する。
1.センターの活動内容 -2つの事f1扮¥ら
各センターの存立形態や活動は，様々なかたちをとっているO それだけに， Teacher Center"と
いう概念、自体にも，使い手によって多少のニュアンスの違いがみられる。例えば， Schmieder， A. A. 
と Yarger， S. J.によると，それは「研修の参加者である教育職員が互いに成功を共有し幅広い教
育資源を利用し最も差し迫った教授上の問題に特に関連した研修を受ける機会を持つ，教育職員
の研修@向上のためのプログラムを開発する場所である。 J(5)としているが，フロ 1)ダ州教育局の
Co 1 i e r， A. J.によれば，それは本部のある場所または養成及び現職教育の研修活動そのものを示す
概念であり，必ずしも教師が集まる物理的場所ではないと述べている((i)。さらに， Zigarmi. P.は，
それは「場所でもあり，ひとつの概念、でもある」川としているのである(傍点はいずれも引用者〉。
こうした違いは，主として，センターが実際に提供する研修活動の中身に注目しているか，それ
ともそれらの活動を実施するための運営の側面に注自しているか，という問題から生じてくるよう
に思われる。特にフロリダ州では，大学@地方教委@教師の三者の意思を尊重する協同運営をセン
ターの最も重要な成立要件としてきたことから r場所j よりも運営過程における棺互のコミュニ
ケーションの成立そのものが強調されてきたのである。しかし近年では，そのフロリダ州におい
てら研修活動の実施にあたって，特定の場所を確保しておくことの必要性が指摘されてきている
は)。また， 1976年制定 (78年施行〉の連邦による補助金法においても，センターの必要条件として，
「場所j の必要性が示されていたのであるけ)。こうした，研修提供活動か運営活動かという力点の
置かれ方の違いはさておき，その両者が伴って初めて，センターの活動が成り立つことに変わりは
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ない。
o、下では，センターで行われている活動を，研修提供活動と運営活動の両面に関わらせながら，
2つの事例をあげて紹介してみることにしよう。尚，先に触れたように，センターの存立態様は非
常に多様なため，これらの事例がどの程度，その代表性を有しているかを明確に示すことは難しい。
しかしこれらは2例とも1978"-'81年の連邦補助金の支給の条件を満たしてこれを受けており，大
学・地方教委・教邸の代表からなる運営機構を備え，そのもとで計画的に研修提供活動を展開して
いるといえる。したがって，アメリカにおける TeacherCenterの多様性とともに，その活動に共
通する多くの点が，そこから見出されると考えられる。
R ISE Teacher's Centerの場合
まず， Proj (うctRISE(Regional In-service Education) Teachers' Center (コネティカット州)
の例から見てみよう。このセンターでは， 1976年に9つの小規模な学区の協同で設立されたもので
ある。 1980年現在， 8つの学区， 13の学校，500名の教師を対象としている。
同センターの設立にあたってイニシアティブをとり， 1986年まで、テ合ィレクターとして，その活動
を中心的に推進してきたMartin， P.H. は，同センターを形作る要素として次の6点をあげている (10)0
(a)人間(peop!e)
(bl場所(place)
(c)資料(materials)
(d)ワークショップと会合(workshopand meeting) 
(e) 8つの町(eighttowns) 
(f)資源ネットワー クCnetworkof resources ) 
(a)は，父母や教師や学校管理者とともに活動するセンターの専門スタッフを指している。 (b)は，
センターの本部及びリソース・センターという場所そのものを指している。 (c)は， 3000件の議書を
もっ図書館を意味するものである。教師は必要に応じてそれらを借り出すことができる。 (d)は，教
師と父母が技能と技術を習得することへの援助活動の実施を意味するO これはあらかじめ計画され
たワークショップへの参加と不定期の個別的援助を含む。 (e)は，センターのサービスを受ける対象
となる地域を指している。そして(f)は，地域内のそれぞれの町がもっている資源をすべての町で共
有しあうことによって，センターがより豊富なサービスを提供できることを意味するものである。
こうした要素のうち， ここではまずワークショップに焦点づけながら，向センターにおける研修
提供活動を見てみることにしよう。
間センターの f1986-1987教職開発支援計画 ( The Professional Development Support引an
1986 -1987) Jでは，“Workshop"について f単一あるいはある連続したタイプのワークショップ
が，関心のもたれている共通のトピックに合わせて計画されるJ (11)と説明されている。 Martin， 
P. H.によれば，同センターがサービス対象地域とする全ての学丞に属する各学校では，それぞれの
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学校の内部アドブァイザーCinternaladvisor)を中心として年に 3"-'5屈の会合がもたれ，そこで
各学校の教師が必要としている研修ニーズの内容が出される。そして，それらのニーズを基にして，
センターの実施するワークショップの具体的なスケジュールが立てられ，全学区にわたって同じ日
の半日を研修日として，各地でワークショップが開設される。地域内の教師は，対象学区全域で実
施されるそれらのどのプログラムにも自由に参加することができるという (12)0
そうして計題されたスケジュールは，ニューズレター Cnewsletteけのかたちで地域内の教師に
配付される。そのニューズレターの一部について紹介すると，次のようである 0
1986年 1月"-'5丹の間に， 1" 2月号， 3月号， 4" 5月号の 3@]出されている。そこには，各
月のカレンダーに予定が書き込まれた表が掲載され，研修日に開設されるワークショップについて，
各テーマ別に，その概要， リー夕、一名，場所，及び時間が記されている。例えば， 4.. 5月号では，
研修iヨの 4月24自に 7笛所で開設される15のワークショップについて紹介している。 時間はし寸どれ
も午後 1H寺---3時の間の 1!時間30分---2時間ほどの長さで設定されている。このニューズレターで
参加したいプログラムを克つけた教師は，前もってセンターへ電話連絡することになっている (l:i)O 
Martin，P.H. らは， ワークショップが成功するためには，教師自身が選択してそれに参加するこ
と，その内容が特定の学年や特定領域のテーマあるいは明確な教師のニーズに対応したものである
こと，実地活動やディスカッションなどのようにアクティブな性質の活動内容をもつこと，そして
その計画プロセス自体に教師が関与していること，などが必要であると指摘し同センターのワー
クショップがそうした考え方に基づいていることを説明している (10 。
特に重視されているのは，教師の白主的な参加であり，それを促すために教師自身のニーズや意
思を尊重して活動を計画@実施することである。前述のように， ワークショップの計画にあたって
は教師自身の研修ニーズの内容が確認される。そのニーズ@アセスメントは，前述の各学校レベル
でなされるほか，センターのスタッフと円卓会議Croundrobin)や座談会Cchat)のような場で，自
由形式(open-ended)，対面形式(face-to-face)のかたち，あるいは細かいインタヴューといったか
たちでなされる(1 5)。そこで出された教師の生の声が，ワークショップの計画に反映されいてくこ
とになるのである。また，さらにワークショップ実施後には，直ちに参加教師による評価がなされ，
各テーマのその後の追究Cfo!!owup)が検討されていくことになるということである。
以上のような活動内容をみると，センターのスタッフの働きにも注呂する必要があろう o Mart in， 
P. H. によれば rコンサルタント又はアドブァイザーCconsultant/advisors)は， RISEの成功に
とって不可欠だJ (1 G)という。現在，センターにはアドブァイザーと呼ばれる 4名のスタッフがい
る。彼らには，それぞれ数校の学校が割り当てられる。そして，定期的に担当校を訪問しながら，
次のようなしごとを行っている(1 7)。
(a)当該校の内部アドブァイザーとの協議
(bl当該校のための現職教育プログラムの計画@調整
(c)資源 e材料の提供
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(d)教師の要求への対応
(e)必要に応じたフォ口一・アップ・サービスの提供
(f)各学校とセンタ一対象地域全体との間の繋ぎ役
アドヴァイザーどうしは，週 1度の割合で会合を持ち，情報交換を行う。そしてそこでは，各学校
で出されたニーズへの対応策が練られたり，アイデアの交換がなされたりする。そこでの情報はさ
らに訪問の際に各学校へ伝えられていくことにもなる (18)0
この他にも，ワークショップの 1)ーダーを発掘・依頼したり，その実施に要する場所や資源の調
整にあたるスタッフ，ニューズレターの作成スタッフなど，センターの活動において，専門スタッ
プは極めて重要な要素である。
さて，次に運営の側面に触れておこう。センターの運営は，政策委員会 (policyboard )によっ
てなれれる。そのメンバー構成は，各学校から i名づ、つの教師代表，地方教委委員 i名，学校管理
者 i名， コミュニティ諮問委員会 (community advisory counci 1)メンバー 1名というかたちをと
っている。そこでは，予算，スタッフ人事，実施プログラムに関する議事がとられる (1!l)。さらに，
各学校の教師から，センターの活動に対する意見や研修二一ス、が表明される場ともなる (2O)O つま
り，センターの運営に教師が直に携わることによって，実施される研修プログラムの内容にその意
思やニーズを反映させようとしているのである。
AACT(the Atlanta Area Center for Teachers)の場合
次に， AACT (ジョージア州〉の例を見てみよう。
AACTは， 1975年にアトランタ潤辺の教育カレッジと地方教委による協同運営のかたちで，大学
(Mercer University)内に設立された。 1978._，82年には連邦の補助金を受けていたが，その補助金
の廃止後は，地域内の学校及び教師鰐人による会員制を採り，その会費と大学による財源によって
運営がなされている。
AACTによって行われる活動は，主として，教職を希望する学生，教職 i年自の新任教師，及びす
でに幾年かの教職経験をもっ教師らを対象としている。その会員に対するノマンフレットによると，
研修提供に関わる活動は次のように整理することができる (21)。
(a)図書館所蔵文献・資料の貸出
(b)関心のもたれている幅広いトピックに関するワークショップ
(c)センター又は各学校での個別的なワークショップ
(a)は，センター内の図書館に本，雑誌の他に，教師や父母によって出された授業上のアイテずイア
や資料を保存・蓄積しそれらを公開・貸出することである。 (b)は，特定のテーマについて，教師
のニーズに応ず、るかたちで敵宜ワークショップを開設することである。 (c)は，対象地域内の学校あ
るいはそれぞれの教櫛の個人的な要望に応えてセンターのスタッフが教授に関わる援助を施す活動
を指す。その際，各学校へスタッフが出向く場合には，交通費のみの支払いを必要とする。
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ここでは(b)のワークショップに注目してみることにしよう。
AACTでは，会員の教師に"AACTi onNews"というニューズレターが配付される。そこには，センタ
ーの活動に関する様々な情報と，開設予定のワークショップについての情報が掲載されている。あ
る"AACTi onNews"の例をあげると，そこには， 1985年 9~1l月にかけて 9 度のワークショップが予
定されていること，及び，それらのテーマ， 日時，場所， リーダー名とその経歴，概要について記
されている。開設日はし寸どれも土曜日で，時間は殆どが午前中 2~3 [時間であるが，中には午前
8 :30 ~午後 3 : 30というものもある。会員はすべて，どのワークショップにも自由に参加するこ
とができることになっている (22)。
そして，参加した者はその内容と成果について質問紙による評価を行う。質問の内容は次の10項
目からなっている。
(1)このワークショプに参加する以、前の自分の知識について(6段階評価〉
(2)このワークショプに参加してどの程度自分の知識が増したか(6段階評価〉
(3)総体的にこのワークショップは自分にとって有益だったか(6段階評価)
(4)ワークショップの構成 (organization) (6段階評価)
(5)提示内容の明白性(6段階評価)
(6)内容提示者の有効性(6段階評価)
(7)このワークショップの長所(自由記述〉
(8)このワークショップの短所(自由記述)
(9)自分の次のステップ(自由記述〉
(1印次に自分が望むワークショップ(自由記述)
こうして参加教師によってなされた多くの評価は次のワークショップに関する計画立案の過程でと
りこまれていくことになる。
さて，それではその計画はどのようにして立てられるのか。それはセンターの運営形態にも関わ
ってくる。前述のように， 1978---82年の間，向センターは連邦から補助金を受け，その法規定に従
って，政策委員会(PolicyBoard)を中心とした運営機構によって運営されていた。そのメンバーは，
各学校から 2名づつの教師代表，各地方教委の管理者 1名づっ，高等教育機関の代表 l名以上，ナト|
教育局の代表 1名，によって構成される(1980---81年のメンバー数は48名)。そして，定期的に会
合をもち，センターの長期的自律設定，予算検討，教師及び生徒のニーズに関するデータ収集，セ
ンターの活動計画検討，スタッフ人事等について審議を行う。さらに，その下には5つの運営委員
会 (standingcommittee )が置かれ，政策委員会メンバーはそのいずれかのメンバーとなる。それ
らのうち，センターのプログラムの計画。実施にあたっては，プログラム委員会 (program com-
mittee)が中心的役割を果たす。そこでは，質問紙等の手段によって教師や生徒か仏教師の研修
に関わるニーズのデータを収集しそれに対応し得る活動内容について検討しさらに，その実施
のための適切な人材にって協議する (23)。以上のようなプロセスを通じて，教師のニーズ、に応え得
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るワークショップの内容とそのリーダーの人選が行われるのである。
しかし 1982年以降，運営機構の上では，政策委員会と運営委員会は廃止されている。センター
のディレクターである London，R.によると，現在， Metro-Atlanta Teacher Education Groupがそ
れらに代わる重要な役割を果たしている。同グループはセンターのデ、ィレクターである London，R. 
と地域の大学・カレッジ，地方教委，各学校の代表者によって構成されている。月に l度の会合が
もたれ，そこで大学・カレッジと地方教委と教師との情報や意見の交換がなされ，研修活動への示
唆がもたらされるという。現在，センターの実施活動の詳細は， London， R. とアシンスタントであ
るSewe1]， A. によって計画実施されており，センターに出入りする教師自身から彼らがi互に得た研
修ニーズ、のデータとともに，同グループの会合から得た情報が，その計画に際して非常に重要な位
置を占めているとう (2~)。つまり，教師のニーズと i司グループで交換された意見や情報を基にして，
デ、イレクターらのスタッフがそれらを調整するかたちで， ワークショップその他の活動が計画・実
施されていると言うことができる。
立教師の自主的研修を助長するセンターの特質
j夕、上， 2つのセンターの活動内容について述べた。ここに示したのは， ごく限られた事例ではあ
るが，前者が教師・父母・学校管理者を対象とするのに対し後者は学生と教Qijiを対象とする点，
また，教師のニーズ、の取り込み方法などに関わる棺違点とともに，共通点が見出される。つまり，
どのようなかたちで，センターが自主性に基づく教師の研修活動を助長しようとしているか， とい
う点がそこには見出されるのである。
ここでは，教師の研修提供機関としてのセンターの特質乞提供する研修内容，研修活動の提供
のしかた，及び、その活動におけるセンター・スタッフの役割，という 3つの側面から整理し明ら
かにしてみることにする。
1.教師自身の研修ニーズの確認・受容による研修内容づくり
センターが教師の研修活動の提供に関する具体的な計画を立てるプロセスにおいて最も重視され
ていることは，教師自身が現在どのような研修ニーズ、を持っているかを明らかにすることであるO
自主性に基づく研修を促すには，まず，教師自身が持っているニーズそのものを明らかにしそれ
に対応した研修を実施することが第ーだという考え方が，そこにはある。
先の 2例では，約2ヶ月単位という短いスパンで教師のニーズ、に応じ得るワークショップ・プロ
グラムを計画している。これは，教師が必要としている研修内容を，迅速に提供していこうとする
センターの特質を表すものといってよい。
教師のニーズの確認 Cneedsassessrnent)にあたっては，当該センターが対象としている地域内
の全ての教師に対する質問紙調査という手段が用いられる。先の2つのセンターでも，これが行わ
れている。そして，これに加えて， RlSEセンターでは，センタースタップと教師との対面形式のミ
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ーティングやインタビューという手法が使われている。また， AACTにも見られたように，ワークシ
ョップ参加教師に，そのワークショップに対する評価とともに，次の自分自身のニーズ、を表明させ
るというかたちも採られている。また，センターに出入りする教師との接触のなかで，スタッフが
研修ニーズに関する情報を得ることも重要である。これについては，AACTの例に見られた。
また，教師のニーズは，センターの運営過程を通じても確認され，計画の中に受容され得るシス
テムが採られている。それは，センターの運営組織及び活動計画プロセスにおける教師自身の参加
である。先の 2つの事例で、は，地域内の各学校単位でセンターの運営組織へ代表者を送り出すシス
テムが採られている。これは，センターの活動と，その実施プログラムを計画する際に，実際にそ
れらに参加する地域内の各教師の意志やニーズを広く取り入れていくための手段の一つだといえよ
つ。
1980年lににこ乙，連邦補l}助j力金を受けていた3幻7のセン夕一を対象として行われた5言誠!局習査の報告書(山!
Cω;冶er川1吋te引r伊's1印nActi凶削O剖n":以下 w報告書s)によると，それらのセンターが実施したワークショップ
等のグループ活動プログラムの開設理由は，次のような結果であったと報告されている (2;')。これ
は，教師のニーズがフォーマノレな方法と，センターでの会話等によるスタッフと教師との個人的な
コミュニケーションとを通して，センターが実施する研修活動の内容に反映されていることを示し
ているといえよう。
l位 クライエントの要望 35% 
2位. フォーマノレなニーズ@アセスメント 1 5 % 
3 {立 学区による要望 10% 
3位. スタッフの推薦 1 0 % 
5位. 政策委員会のイニシアティヴ 9% 
そして， この調査に携わった Mertens，S. K.が言うように、教師のニーズによる計画によって，
fセンターは，学区や大学の要求がもたらす制約のなかでは提供できないような，多様なタイプの
プログラムを提供することができるj のである (2UO
センターは，ニーズ@アセスメントの実施，スタッフと教師との接触，及び，運営過程への教師
自身の参加という手段を通じて，より多くの教師のニーズ、を収集@受容しそれらのニーズを反映
した内容の研修活動を提供することによって，教師の研修参加への自主性を助長しようとしている
のである。
2. 教師の研修参加を促す「場Jの設定
センターの活動は，次の 2つの場において展開されると言うことができる。一つは，教師が自由
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に出入りでき，そこでスタッフとの接触や資料・情報の入手が可能となる，特定の物理的な場所で
ある。そしてもう一つは，ワークショップ等の研修プログラムが実施される場であり， これは，そ
の参加人数や教師にとっての地理的@時間的条件を配粛して，柔軟な設定がなされる「場Jである。
まず，前者の「場j について考えてみよう。
先の 2{7ljでは， l '1ニれも図書館(library)の施設を持ち，専門書・雑誌の他，指導に関わる資料
や教材等を蓄積@保存し、広く教師に開放している。先の調査結果をみても， こうしたかたちで教
師が必要とする資料や情報，教材やそれに関する他の教師のアイデアなどを，利用者の共有のリソ
ースとして保存し開放するという活動は， 37センター中， 34 (91. 9%)のセンターによって行われてい
る(17)O
また，そのような「場」は，各教師と物理的リソースとの接触の場としてのみでなく，そこに集
まる教師どうしの接触を通じての情報交換の場としての役割をも果たしているようであるO 例えば，
Syracuse Urban Teaching Center(ニューヨークチ1'1)は rセンターは，一定の計画のもとに行わ
れる研修プログラムを受ける場所であると向時に，他の教師と相互作用したり，教材を作ったり，
単にリラックスしたりするために訪れる場所でもあるJ (2 H)という。また， Arcadia Teacher Cen-
terでも，センターに出入りすることが，教師相互のインフォーマルな継続的なコミュニーケーシ
ョンを促しお互いの情報交流の機会をもたらすことになったという (2!J)。
つまり，センターとして，ある特定の場所に，一定の情報資源を蓄積した施設をもち，広く教師
に開放していることが，倍々の教師に様々な情報資源を提供するとともに，教師どうしのコミュニ
ケーションの場をもたらし研修の促進にとって重要な働きをするものだと考えることができるの
である。
さて，後者の i場Jについてはどうであろうか。
RISEセンターの事例の中にあったように，センターが実施するワークショッフ。プログラムは，セ
ンターそのものだけでなく，各学校を中心とした，地域内の様々な場所において行われる O 他の多
くのセンターにおいても同様である。先に紹介した『報告書』では，センターの主催する研修活動
が行われる場所について，次頁の表のような結果を報告している (30)。
つまり，センターが主催して行ったプログラムのうち，センター自身を開催場所としたものは全
体の55.3見であり，それ以外の場所で行われたものが44.7見であった。また，その参加者の数から
みると，センターを場として実施されたプログラムの参加者は，全参加者のうちの36.3児であり，
6割以上の参加者は，センタ一以外の場所で実施されたプログラムへの参加であった。
Mertens， S.K.は， このことに関連して r場所(locations)が教師にとって利用し易く至便であ
ることに高いプライオリティが置かれているJ (3 1)と述べている。つまり，研修プ口グラムを開設
する際に，参加希望をもっ教師がより多く参加できるように，その開設場所が配慮されている。そ
れは，地理的な条件に付随して，参加に要する費用や時間の側面においても教師にとっての至便性
をもたらしその結果として，研修活動への教師の参加を促すことに繋がるものと考えられよう。
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表.センター主催の活動と参加者数
活 動 参加者
場所 (実数〉 (%) (実数〉 (%) 
センター 917 55. 3 15667 36. 3 
学 ネ支 557 33. 6 20721 48. 0 
学区施設 27 l.6 518 l.2 
カレッジ 45 2. 8 1702 3. 9 
地域の施設 27 1.6 774 l.8 
その他 85 5. 1 3803 8. 8 
(合計〉 1658 100.0 43185 100.0 
3. 教師の個別的要請に応えるスタッフの役割
以上の 2つの点にも深い結び、つきをもつが，センターの活動において非常に重要な位置を占めて
いるのが，そのスタッフのはたらきである。
各センターには，ディレクターはirector)，アド、ヴァイザー(advisor)，あるいはコンサルタント
(consultant)などと呼ばれる専門のスタッフがいる。彼らの多くは，教職または指導主事経験者，
あるいは教育カレッジのスターフ又はその経験者である。
彼らは概ね次のようなはたらきをしている。
(a)教師の研修ニーズへの直接的対応
(b)教師の研修ニーズへの間接的対応
(c)センターの活動に関する広報
(a)は，センターを利用する個々の教師の求めに対して，スタップ自身が直接要望に応えてアド、バ
イスをしたり，あるいはスタッフ自ら，各学校を訪問してそれぞれの学校や教師が抱える問題の共
同解決を図るというはたらきである。言わばこれは，教師や学校への，個別的な援助を施す役割!で
あり r専門的コンサルタント (professionalcoonsultant )J (2)としての役割であるといえよ
つ。
例えば， RISEセンターでは， 4名のアドヴァイザーがそれぞれ各学校を担当しそれぞれの学校
への定期的な訪問によって個々の教師のニーズへの対応と学校単位の研修問題への対応がなされて
いる。そして，担当者の個人的な対応が困難な場合には，担当者間でもたれる週 l度の定期的会合
- 46 -
の場で情報交換がなされ，共同の解決が図られることになっている。
(b)は，スタッフ自身の力では即応できないような教師からの要望に対して，それに応え得る他の
人材やリソースをそれぞれの教師に紹介したり，またはそのニーズ、をワークショッププログラムの
内容として取り入れていくはたらきを指すものである。言わば，教部のニーズと人的・物的資源や
ワークショッフ。プログラムの内容との問の「仲介役 (brokeragerole) J (33)としてのはたらきを
意味する。
例えばRISEセンターの例でみられた，対面形式による研修ニーズの確認や， 日常，センターを訪
れる教師に対するリソースの紹介，あるいはワークショップ開設にあたってリーダーとして適切な
人材を発掘するなどというしごとは，まさにこれにあてはまるものである。また，集められた教師
のニーズや教師以外の主体からの情報が実際のプログラムとして具体化される際に，デ、イレクター
らによって詳細な計画が立てられることはAACTの事例にみられた。
『報告書』によると，センタースタッフによる(a)のはたらきは，先の調査では， 37センターのう
ち30(81. 1%)のセンターで行われており，その利用回数は平均して各センター， 1ヵ月に40.1巨J.
また， (b)は24(64.9%)のセンターでなされ， 1カ月平均24.3回の利用があると報告されている
(3 ~) 。
(c)は，教師のニーズを取り入れて計画された研修プログラムを，地域内のより多くの教師に伝え，
センターの活動を個々の教師にとって身近な存在にする上で重要である。上の2つの例では，いず
れもニューズレターのかたちで， 1，._ 2ヵ月単位でセンターの活動予定を全ての教師に伝えている。
他のセンターにおいてもほぼ同様のかたちが取られ， 37センター 中， 33(89.2%)のセンターで ω5)
iヵ月に 1度くらいの割合でニューズレターが発行されているという (36)。
さて，以上のようなスタッフの役割は，教師が何らかの研修の必要性を感じた時に，その個人的
なニーズに可能な限りのかたちで応えようとするものだと言うことができょう。そのために採られ
る主な対応方策は，センター自身の人的・物的資源のみでなく，広く地域内に存在している多くの
教師やりソースを，それぞれのニーズをもっ教師に結び、つけていくというものである。各教師がも
っている様々なニーズ、に対応した研修を準備しそのプログラムをより多くの教師に広報するとい
う専門スタップの役割は，ある共通の課題をもっ集団としての教師への対応というよりもむしろ，
常に教師の怨別的な要請に柔軟に対応しようとする志向性をもつものである。
国.線市の開封是供樹菊としてのセンター併寺質と展望-まとめにかえて-
1. 教師の個別ニーズに対応した研修内容とその提供システム
以上から，センターの活動について次のようにまとめることができる。
センターは，研修に対する教師の自主的な取り組みを助長することによって，教師の資質を向上
させようする機関である。そして，その活動に見出される，教師の自主的な研修活動を助長するた
めの特質の一つは，研修活動の内容における教師自身のニーズ反映という点にある。センターによ
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って提供される研修プログラムの計画 e実施に際して，教師自身がもっているニーズに基づいた手
続きがとられるのである。すなわち，プログラムの設定における教師の研修ニーズの確認と受容，
教師とセンタースタッフとの日常的な接触の倍人ニーズへの直接的対応，及び，センターの運営過
程における教師の参加という手続きである。
その特質の第二は，研修機会の設定やプログラムの実施に際して，教師にとって参加し易い「場J
の設定がなされている点に見出すことができるO ワークショップなとのフォーマルなプログラムを，
教師の希望や参加者数などに応じて様々な場所で開催することは，まさにこのことを示している。
また，一定の恒常的な f場j に豊富なリソースを蓄積@保存しそこを教師どうしまたは教師とス
タッフとの交流の場とすることで， 日常的にインフォーマルなかたちで，継続的な研修を促すとい
う役割も果たしているといえよう。
そして，センタースタッフが果たしている役割も，センターの活動の特質として重要である。そ
の一つは，教師のコンサルタントとしてのはたらきであり， もう一つは，地域内の大学，地方教委，
学校の相互間の{中介役，及びそれらが有する人的@物的資源と教師のニーズとの結合役であるO 教
師は，スタッフによるこのようなサービス活動を通じて，それぞれ個人的なニーズに応じた研修活
動を，より身近なところで進めることができる。
そころで，そもそもセンターの設立と発展の動きは， 1960年代~1970年代初頭，教師教育におけ
る関係諸機関の連携@協力が求められた動きから繋がってきたものといえる。当時，教師の現職教
育は大学院でのコース履修と地方教委主催のワークショップへの参加というかたちを中心に桜隠さ
れていた。しかしそれらは必ずしも，現場教師が毎日の実践の中に有効にはたらき得る内容を提
供してはいなかったのである。そうした状況の中で，その大学と地方教委を含む諸機関の連携の必
要性が唱えられていった。大学@地方教委@学校の連携が求められたのは，教師教育の運営に関連
する，次のような意図からだといえる (;i7lo
(1)養成教育一現職教育の統合
(2)学校で、の実践に結び、ついた養成教育の提供
(3)理論と実践が結合された現職教育の提供
(4)教師のニーズに応える現職教育の提供
これらの課題は，教師の養成教育と現般教育に携わる大学，学校を管理し教師を指導@監督す
る地方教委，及び教師が日常の教育活動を展開する学校とが，緊密な協力関係を保って活動するこ
とを必要条件とするものである。そこで，それらの簡の協同運営による機関が構想され，数々の
Teachel渇 Centerの設立がみられるに至った。そして，当初]は相互の対等なコミュニーケーションの
確保が第一に重視されていたのである。
しかし実際の活動を展開するにつれて，そのような各主体問の対等なコミュニケーションを第
一に重視したセンターの運営面での限界性が現れてきている。つまり，三者の対等なコミュニケー
ションの保持は困難であり，いずれかが主導権を握ることになりがちだということである ω7)。
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但しそのような中でも，センターで展開される研修提供活動は，従来の現職教育一一一大学院コ
ース履修と地方教委ワークショップーーとは異なった要素を含むものであった。つまり，センター
の活動は，一定の共通した特質をもつものとして展開されてきているのである。
そして，その特質とは，センターの活動が，一人ひとりの教師に焦点をあてて研修活動を提供す
るということに集約されるということである。そして，その活動の中での大学と地方教委の役割は，
活動の大綱に関わる支援と，それぞれが有する人的@物的なリソースを中心とする条件整備的な援
助を主としている。換言すれば，それは教師のニーズ、を第ーにした研修活動の提供を意図した活動
であり，上の当初のねらいの(4)に適うものである。そして，前述のような特質をもって，センター
は，教師それぞれの臼常的な研修ニーズを掘り起こし喚起させ，それらに徹底的に即応していこ
うとしているのである。
そのようなセンターの活動は，決して一定の体系化されたプログラムに員IJるものではなし」しか
しその一方で，個々別々の研修ニーズをもっ一人ひとりの教師に対して，それぞれに有効な，役
に立つ研修を提供し得るものではなし1かと考えられるは川。
センターは研-修内容づくりのプロセスと研修活動の提供の仕方とを，教姉の個別的要請に対応さ
せるという原理に基づく研修提供機関であると言えよう。
2. 今日の研修提供システムにおけるセンターの位置と展望
それでは， このようなセンターの活動は，現在のアメリカの教師教育，特に現職研修において，
どのような位置を占めているのであろうか。
周知のとおり， 1980年代に入って，アメリカの教育界はスブートニク・ショック以来の大規模な
改革の波の中にある。その中でも，特に教職に関わる制度改革は今日の焦点課題となっている。し
かしそうした改革の動きの中で， Teacher Centerは，以前ほどの注呂を浴びているとは言えない
(39) 
現在，各什|の強力なイニシアティヴによって推進されている政策は i質が低CiJとされてきた
教職に，優秀な教師をいかにして引き入れ，いかに長く留まらせるか，ということに集約される。
そのために，様々な制度改革が展開されているのである (d0) 。それらは，専門職としての教職の確
立を志向する，重大な改革動向だと言えるが，その一方，現在教職に就いている大多数の教師の資
質向上に直接結び、つく日常的な研修活動を提供する政策とは少しばかり離れたところのものと言え
る。
そのような中で¥現在，連邦補助金の廃止措置 (.1J)に伴って，財源確保に苦しむ各センターでは，
生き残りのための様々な方策が展開されてきているという。例えば，AACTの場合ら会員制を採っ
て会費を財源にする他， PTAなどの団体による財源を開拓している。また，他のセンターにおい
てら州政府に補助金を申請したり，地方教委に協力を求めたりするかたちでの新たな財源の開拓
が試みられてきている (42)o
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このような各センターの動きは，センターの利用者やスタッフのレベルで，依然、としてセンター
の活動の意義が評価されていることを窺わせるものであろう。前述のように，大学院コースと地方
教委ワークショップを主としたアメリカにおける従来の研修提供システムに対し TeacherCenter 
は，新たな機能一一一一人ひとりの教師のニーズに応える研修活動の提供一一ーを担う新たな研修
提供システムをもたらした。それは，多くの一般教師が， 日常的，継続的に研修を進めていくこと
を助長するはたらきをもつものである。上述のセンター存続@維持の動きは，そのようなセンター
独自の機能を捨て難l¥ものとする教師が少なからず存在することを示すものではないだろうか。
教職全体の社会的地位を高め，その優秀性を確保するためには，今日展開されているような，免
許制度 e給与制度などの抜本的改革は不可欠である。しかし現職教師の資質向上に関わる今日の
政策の中で高いプライオ 1)ティを得ている指導教員 (master/mentorteachelう制やメリット@ペイ
制などは，直接的にはその対象が一部の「優秀なJ教師に限定されるものである。つまり，大多数
の一般教師にとって， 日常的，継続的な研修活動の場やその内容が顕著に拡充される方向での施策
が，採られているわけではない。
少なくとも，現在活動を続けているTeacherCenterは，侶75IJニーズに応え得る日常的な研修活動
を提供し教師の自主的な研修参加意欲を促進するシステムとして，依然として多くの教師から評
価されているものだと考えられる。しかし 1980年代における教育改革の方向が教育における「優
秀性」の追求にあるということを踏まえたとき， これまで， i JU者Jの中にあった教職の中に，様
々なかたちで「優秀性」を大胆に注ぎ込もうとする施策が採られるのは当然、の趨勢である。また，
同時にそのことは，抜群の f優秀性」を持ち得ない大多数の教師の資質の底上げの問題に対する関
心が，政策上のプライオ 1)ティから薄らさ、つつあることを示していると言えよう。
今日の教育政策全体の動向を考えた時， 1970年代に全米規模のムーブメントを展開したTeacher
Centerも，今後における展望は極めて厳しいものであると指摘せざる得ない。しかしながら，教師
の自主的な研修を助長するための研修提供のシステムに関して，一つのモデルを提示したTeacher
Centerの意義が，そのような趨勢のみをもって全く否定されてしまうものでもあるまい。
教i織の「優秀性Jの追求，職業としての教職の専門職化，そして教師全体の資質の向上， という
問題をめぐる諸策が，学校教育の改善へ向けて，今後，どのような構造を成しながら展開されてい
くか，注目していきたい。
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